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■ はじめに 

本町の使用料は、令和元年10月１日の消費税率の引上げを踏まえ、令和２年４月１日

に15年ぶりの改定を行いました。当該改定では、人件費や物価の上昇により増えている

施設の維持管理費用のすべてを使用料に反映させるのではなく、消費税の引上げ分を基

本とする改定に留めました。 

前回の改定から５年が経過し、新型コロナウイルス感染症の流行を経て施設の利用状

況に変化が生じていることに加え、人件費や物価の急騰により施設の維持管理経費が上

昇していることから、料金の見直しが必要となってきています。 

この基本方針は、使用料・手数料について、町民の理解が得られる適正な料金設定を

行うとともに、料金の見直しに係る手続きの透明性を高めることを目的に、統一的な基

準として策定するものです。 

 

 

■第１ 使用料・手数料について 

使用料は地方自治法第225条、手数料は第227条の規定に基づき、それぞれ条例に定め

て利用者から徴収しています。 

使用料は、行政財産の使用又は公の施設の利用に対して徴収するもので、本町では、

農村環境改善センター、総合健康福祉センターなどの貸館施設やスポーツセンター、ス

キー場などの体育施設などがあります。手数料は、特定の方に提供される行政サービス

についてその対価として徴収するもので、住民票の写しや印鑑登録証明など各種証明書

の交付などがあります。 

その料金の設定にあたっては、サービスの提供に要する費用を利用者に負担していた

だくということを基本原則に、明確な基準に基づいて行う必要があります。また、料金

は、社会経済情勢の変化に応じて、随時見直すことが求められます。 

 

 

■第２ 使用料・手数料の料金設定の考え方について 

使用料・手数料の料金設定は、次の考え方に基づいて行います。 

 

１ 基本事項 

（１）費用に基づく料金設定 

（２）公費と利用者の負担割合の明確化 

（３）利用しやすい料金体系 

（４）近隣市町の料金との均衡 

（５）料金の定期的な見直し 
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２ 例外事項 

次に該当するものについては、前項の考え方を踏まえつつ、それぞれの考え方に基

づき料金設定を行います。 

（１）法令等により、料金や算定方法が規定されているもの 

（２）北海道内、近隣市町、一部事務組合などの申し合わせにより統一料金や算定方法

が決められているもの 

（３）特別会計による独立した経営管理が行われているもの 

（４）政策的な意図に基づき料金設定を行う必要があるもの 

（５）その他前項の考え方に基づく料金設定が困難なもの 

 

 

■第３ 料金設定の方法について 

行政サービスを受ける人（利用者）に応分の負担をお願いするためには、負担額の算

定に係る根拠を明確にする必要があります。 

利用者が受ける行政サービスを提供するために必要となる費用に、利用者が負担する

割合（利用者負担割合）を乗じて算定した利用者負担額から１利用単位あたりの利用者

負担額を算定して、使用料・手数料の料金を設定します。その方法は、次のとおりです。 

 

１ 費用の把握 

費用は、いくつかの経費により構成されます。その内容を整理すると、次のように

なります。 

 

（１）費用算出の基本的な考え方 

ア 経常的経費のみを対象とします。 

イ 過去３年間の傾向から推計される将来５年間の平均値とします。 

（２）費用構成要因 

ア 人件費（報酬、給料、職員手当、共済費） 

イ 物件費（需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、その他利用者が負担すべき経費） 

（３）消費税の適切な転嫁 

費用には消費税が含まれますので、費用を算出するときは料金改定時点の消費税

率により行う必要があります。具体的には、過去３年間の費用の平均値を算出する

ときに、いったん消費税相当額を控除して税抜きの費用を算出したうえで、最新の

税率による消費税相当額を加算します。 
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２ 利用者負担割合 

利用者負担割合は、施設の設置目的やサービスの性質ごとに、次の考え方に基づい

て設定します。 

 

（１）使用料の利用者負担割合 

ア 公共性と必要性による区分 

使用料を徴収する行政財産や公の施設は、「公共性」と「必要性」により区分

することができます。 

 

【公共性・必要性の区分】 

区  分 性  質 

公共性 

高い 
民間では提供されにくく、行政がサービスの提供を担う

べきもの 

低い 行政と民間が競合してサービスの提供が行われるもの 

必要性 

高い 日常生活において、ほとんどの町民が必要とするもの 

低い 個人によって、その必要性が異なるもの 

 

イ 分類ごとの負担割合 

上記の区分の組み合わせにより４つの分類を設け、それぞれにおける公費と利

用者の負担割合を設定します。 

 

【公共性・必要性の区分ごとの公費と利用者負担の分類表】 

分 類 公共性 必要性 負担割合 

第 1 分類 高い 高い 
公 費：100％ 

利用者： ０％ 

第２分類 高い 低い 
公 費： 50％ 

利用者： 50％ 

第３分類 低い 高い 
公 費： 50％ 

利用者： 50％ 

第４分類 低い 低い 
公 費： 20％ 

利用者： 80％ 
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【分類のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）手数料の利用者負担割合 

手数料を徴収する行政サービスを提供するための費用は、特定の人の利益のため

に発生する事務経費であるため、利用者負担割合は原則 100％とします。 

公共性高い 

公共性低い 

必要性高い 必要性低い 

【第１分類】 
 

公費 利用者 

100％ 0％ 

 

○役場庁舎 

○公園（ふるさと公園以外） 

○図書館 

 

【第４分類】 
 

公費 利用者 

20％ 80％ 

 

○ふるさと公園 

○小中学校の体育館・武道場 

○アートの森 

○ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ等の体育施設 

【第２分類】 
 

公費 利用者 

50％ 50％ 

 

○開拓記念館 

【第３分類】 
 

公費 利用者 

50％ 50％ 

 

○総合健康福祉センター 

○農村環境改善センター 

○吉野地区活性化センター 
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３ 料金の算定方法 

料金は、次の計算式により算定した利用者負担額を確保することを前提に、施設の

使用形態や使用実績見込等に基づき、使用区分ごとに決定します。 

 利用者負担額  ＝  費用  ×  利用者負担割合  

 

（１）使用料算定方法の具体例 

ア １人当たり使用料算定方法（施設の一部を占用せず個人が利用する場合） 

 使用料  ＝  利用者負担額  ÷  想定利用人数（平均利用実績等） 

イ １時間当たり使用料算定方法（会議室やホール等施設の一部を占用する場合） 

 使用料  ＝  利用者負担額  ÷  稼働時間  

 稼働時間  

＝  年間利用可能時間  ×  想定稼働率（平均稼働率実績等） 

ウ １回・日当たり使用料算定方法 

 使用料  ＝  利用者負担額  ÷  利用回数・日数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）手数料算定方法の具体例 

 手数料  ＝  利用者負担額  ÷  想定利用件数（平均利用実績等） 

※ スポーツセンター、キャンプ場など施設全体がサービスの提供のために設

置されている場合は、使用区分ごとの利用見込等に応じて、それぞれの利用

者負担額を算定します。 

【例えば】スポーツセンターで施設全体の費用が1,000万円、利用者負担率が

80％の場合、年間の利用者負担額は施設全体で800万円になります。その内訳

を過去の実績などから個人使用50％（400万円）、メインアリーナ専用使用

35％（280万円）、サブアリーナ専用使用15％（120万円）と見込み、使用区

分ごとに想定利用見込等を用いて料金を算定します。 

※ 会議室、研修室、ホールなど施設の一部のみを使用する場合は、面積案分

により使用部分の利用者負担額を算定します。 
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■第４ 料金の調整について 

料金の算定は上記の算定方法により行いますが、料金を決定するときは、次のことを

総合的に勘案して、算定された料金に調整を加えることを可能とします。 

 

１ 近隣市町との均衡 

近隣市町の類似するサービスの料金と比較して、本町の料金が著しく高くならない

ように配慮します。 

 

２ 著しい値上がりの緩和 

現在の料金と比較して著しい値上げにならないように、改定後の料金は現在の料金

の1.5倍以内とします。ただし、料金体系を見直す場合はこの限りではありません。 

 

３ 簡素で利用しやすい料金体系 

利用者の利便性や徴収事務の効率性を考慮して、複雑な料金区分の設定などは避け、

できるかぎり簡素な料金体系とします。 

 

 

■第５ 町民料金について 

文化・スポーツ施設など、町の文化振興や町民の健康増進を図るため町民の利用を促

進する必要がある施設については、通常料金より低い町民料金を設定することを可能と

します。ただし、通常料金からの低減率が、町民料金を設定する施設によって著しい差

が生じないよう配慮する必要があります。 

 

 

■第６ 料金の定期的な見直しについて 

料金の見直しについては、社会経済情勢の変化や町の財政状況の推移に応じて行う必

要があります。 

受益と負担の公平性を確保するという原則を前提に、おおむね５年ごとに最新の費用、

利用者負担割合、近隣市町の状況などについて検証を行い、料金を見直します。また、

行政サービスの内容を変更する場合や消費税率の改正が行われる場合は、その都度見直

します。 


